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前号に続き、2019 年 5 月 19 日に行われた自治労連・自治労連共済 30 周年、地方自治問題研

究機構 20 周年記念国際シンポジウムでの発言等について掲載します。 
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米電気機械無線労働組合（UE）150 支部委員長 

ブライス・カーター 

 

 

はじめに 

全国組合であるアメリカ電気機械無線労働

組合（UE）と私の所属するノースカロライ

ナ州で公務労働者を組織化している150支部

を代表して、みなさんにご挨拶します。私は

150 支部の委員長で、公務労働者です。グリ

ーンズボロ市で道路メンテナンスの仕事をし

ています。このように歓迎してくださるみな

さんに感謝します。今回、初来日です。 

 企業の力が国際的に労働者階級を今も搾取

していることについて議論するこの重要な国

際シンポジウムにUEを招待してくれた自治

労連に感謝します。企業は労働者を搾取する

だけでなく、労働者と地域社会が税を納める

ことで支えている公共的な機構と公共サービ

スをも搾取しています。 

私は、私の仕事と、私が住むアメリカ南部

の状況をもとにお話しします。私たちにとっ

て、新自由主義的な民営化は過去数百年にわ

たる有色人種を支配下に置こうとするための

搾取の資本主義構造の新たな一種です。これ

らの政策は、我々をお互いに対立させ、富裕

層が労働者から利益を得続けることを狙って

います。支配者であるボスたちは、労働者を

搾取するために古い法律と、気候変動のよう

な新しい変化を利用しているのです。 

 新自由主義とは、私たちの生活・人生の全

てを企業のために商品化することです。それ

には緊縮財政政策、民営化、規制緩和と逆進

性のある税制の４つの柱があります。アメリ

カ合衆国、特にその南部では人種差別が新自

由主義を増幅しています。新自由主義とは、

単なる市場自由化ではなく、国をコントロー

ルしてエリートを守り、人種差別主義的な経

済社会的特権を守ることなのです。投票の妨

害は労働者階級の黒人や有色人種の多いコミ

ュニティーでは主要な政治支配の方法になっ

ています。それは私たちが公共サービスを民

主的にコントロールする私たちの力への妨害

です。アメリカ合衆国は民主主義国だと主張

していますが、アメリカとグローバルな帝国

主義戦略の一部として、地方自治体や州政府

は新自由主義によってより抑圧的になってい

ます。 

 

アメリカ南部と UE150 支部について 

 UE150 支部の組合員はアメリカの南部で

生活し、働いています。アメリカとグローバ

ル経済の歴史的発展において、そして資本主

義システムの構造的な人種差別を形作る上で
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南部は重要な役割を担ってきました。南部で

はアフリカ人とその子孫が奴隷化され資本主

義の発展のための主要な労働力となった地域

であり、それが最も集中して現れています。

米国の軍産複合体が最も集中している地域で

もあります。南部の労働者階級の自覚と社会

関係、企業がアメリカと世界の労働者階級を

搾取する戦略と戦術が南部の歴史の中で形作

られてきたのです。アメリカの黒人人口の

55％が南部に住んでいます。 

 

 アメリカ南部は、「労働権法」と呼ばれる反

労働者的な法律がある州が集中しています。

「労働権法」は、組合費の納入に関わらず当

該職場の労働組合に全ての労働者を差別なく

代表することを、州が労働組合に求めること

を可能にします。そして全員が組合費を払わ

ない状況が生まれ、組合財政が縮小すること

で労働組合の活動と力を制約するものです。

この法律は、白人労働者が黒人や有色人種と

同じ組合に所属するのを好まない南部の人種

差別主義者が作り出したものです。第二次世

界大戦と人種差別を合法化したジム・クロウ

法という南部の人種差別法の時代を経て、タ

フト・ハートレー法と労働権は 1947 年に制

定されました。 

 これらの法律に加え、全国労使関係法は公

務部門労働者の団体交渉権を州が剥奪できる

ことを定めています。UE が公務労働者を代

表しているノースカロライナ州、ウェストバ

ージニア州、バージニア州の各州では、労働

組合との協約を結ぶための団体交渉は違法で

す。地方自治体には、労働者と協約を結ぶこ

とに罰則が設けられています。UE が、協約

交渉ができないそれらの地域を組織する場合

には、私たちの要求を実現するために地方自

治体に様々なレベルでの圧力をかける行動を

組織しています。例えば一年前の 2018 年５

月、ノースカロライナ州議会は全ての州の公

務労働者に最低時給 15 ドル以上を保障し、

それを上回っている場合には２％の賃上げを

保障すると発表しました。この成果は数年に

わたって労働組合が運動をしてきた結果です。

私の UE150 支部も州議会議員に直接ロビー

活動をしました。私たちがたたかっている課

題は、団体協約を勝ち取ることで達成される

ものと同じですが、団交権がない私たちには

労働組合が労働条件の改善を勝ち取ったこと

を示す書面が存在しません。これでは労働者

がなぜ賃金が引き上げられたのかわかりませ

ん。州政府が公務労働者に優しくしている、

のではなく組合員が要求してきたからなので

す。 

 これらの法制度によって、いかに南部の労

働者がこれらの法制度が無い州に比べて労働

組合加入が阻害されているのかわかります。

2019 年の発表では、ニューヨーク州の労働組

合加入労働者の数が、南部 12 州の組合員の

合計を上回っているのです。 

 南部は海外直接投資が集中している地域で

もあり、資本主義のグローバル化にとっての

戦略的地域になっています。過去50年余り、

アメリカで最も労働組合が組織されていた地

域から、最も労働者が組織されておらず、分

断されている南部へ主要産業が移転してきま
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した。これがアメリカの新自由主義の条件を

創り出し、南部は新自由主義の実験場の役割

を果たしたのです。 

 

労働者の搾取と社会発展の遅れと政治

的な隷属は、直接につながっている 

 この生産拠点の移転の主要な財源は、アメ

リカと多国籍企業の南部に誘致したい州政府

や自治体でした。この時期、アメリカの他の

地域では自治体や州政府が、企業が南部やメ

キシコに移転しないように、多額のインセン

ティブ（奨励金）を出していました。この方

法で、資本家たちは南部の労働者を他の地域

の労働者と対立させたのです。 

 1950年から 60年代の公民権運動による平

等と民主主義を求める要求は、特に南部にお

いて有色人種のための公共サービスの拡大と

民主的権利の獲得につながりました。しかし

南部の政治的、経済的な支配層と連邦議会に

おける彼らの代表は、この変化を白人から権

利と資源を奪うものであるかのように描き出

しました。そのため、全ての労働者を分断し

て企業や政府が搾取を継続できるようにした

のです。 

 構造的な人種差別が、民営化の危機により

広く関わっている経済的要因から目をそらす

役割を果たしています。経済の後退を黒人と

有色人種の労働者階級のせいだと批判してい

るのです。 

 労働者の搾取と社会発展の遅れと政治的な

隷属は、直接につながっている、という背景

の下で、私たちはアメリカ南部の労働者組織

化戦略を立てているのです。まともな仕事と

労働条件、労働者階級の政治的力という私た

ちの組合の要求は、質の高いサービス、社会

開発と民主主義の要求とつながっているので

す。 

 アメリカ南部の労働組合は、このつながり

をもとにして、経済的社会的正義と政治力を

求める運動の最前線に立たなければなりませ

ん。労働者が、社会運動の形態を取らなけれ

ばならないのです。一度に 1 ヶ所の職場を組

織化するという戦略に集中することはできま

せん。私たちは、地元レベルの様々な闘いを

つなげて、より広域的な組織的取り組みにし

なければなりません。 

 

 グローバリゼーションは、私たちのたたか

いが国際的な性格を持つことを求めています。

ノースカロライナ州の州都でUE組合員がス

トライキに入った直後の 2006 年に、UE は

ILO（国際労働機関）に申立てを行いました。 

 

ILO への申し立て・公開討論会を州内

の７つの主要都市で開催する運動 

 アメリカ政府が ILO 条約や国際法を尊重

していないもとで国連に限界があることは認

識しています。ですが ILO はノースカロライ

ナ州が基準を履行していないという私たちに

有利な勧告を出しています。この勧告によっ

てノースカロライナ州の公務労働者に団体交

渉権を与える法案を議会に出すべきだという

法的、道徳的義務を労働者と一部の議員に与

えることになりました。UE は一緒に運動し

ているコミュニティー団体とともに、ILO へ
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の申し立てをどのように州が取り扱うべきか、

公開討論会を州内の７つの主要都市で開催す

る運動に取り組みました。討論会では労働者

が労働条件の実態や、労働条件が公共サービ

スにどのような影響があるのかを証言しまし

た。 

 自治労連とメキシコの労組、真性労働者戦

線（FAT）は ILO への申し立てを国際的に支

援するためにノースカロライナ州に代表団を

派遣し、労働者や議員と面会しました。団交

権に関する法案は、州議会で採決にかけられ

るまではいきませんでしたが、団交権の要求

は、選挙のときに、労働者からの支持を求め

る候補者が公約するようになりました。 

 私たちが公務労働者の権利拡大に一生懸命

努力している間に、財界はすべての段階の政

府を支配下に置こうとしていることを隠しま

せんでした。彼らの多くは、ALEC と呼ばれ

る大富豪のコーク兄弟が設立したアメリカ立

法交流協会に協力していました。この組織は

州議会レベルの立法化のモデル州法を作る組

織です。ALECは、民営化の主要目標として、

自治体の日常業務、教育、運輸とインフラ、

地域の安全、環境、医療と通信の７分野を掲

げています。 

 

自然災害の対応に当たる仕事が民営化

によって危機にさらされている 

 新自由主義者たちは、民営化を、気候変動

の破壊的な影響への対策として戦略的に利用

しています。初期の段階では、気候変動の影

響を最も深刻に受ける開発が遅れた地域で起

こりました。わかりやすい例を、2005 年のハ

リケーン・カトリーナの甚大な被害の後に起

こったことに見ることができます。カトリー

ナが南部の３つの州を襲ったのち、ルイジア

ナ州のニューオーリンズは民営化スキームが

適用された場所になりました。ニューオーリ

ンズの公立学校はチャーター・スクールにな

り、民間企業に税金が投入され、多くは公立

学校の建物を使って学校運営が委託されまし

た。民間企業によって運営されているために、

従来の公立学校であったような公的機関の監

督がなくなりました。さらに、公立学校から

チャーター・スクールに移行することで教員

組合への攻撃が始まりました。ニューオーリ

ンズでは被災の後、公立病院は再開されず、

公共住宅は破壊されたままでした。 

 ハリケーンの被災後には、まともな雇用を

作り出すはずの建設事業が多く発生します。

しかし、当時のブッシュ大統領は 30 日近く

にわたり連邦政府プロジェクトで労働者への

支払いを規定した連邦法を執行停止としまし

た。何千人もの労働者への賃金が切り下げら

れ、移民労働者の多くは未払いになりました。 

 ノースカロライナ州でもこの３年余りのハ

リケーンで深刻な被害を受けた自治体で、同

じように公的資金で利益を得ようとする民間

企業が出ています。復興が遅れている自治体

に働きかけて、官民パートナーシップ＝PPP

を提案するのです。地方自治体の労働者は気

候変動や自然災害の際にはまず初めにその対

応に当たる労働者ですが、その仕事は民営化

によって長期的には危機にさらされているの

です。 

 

地方自治体レベルで労働者階級の力を

構築する「自治体労働者権利章典運動」 

 企業と政府の権力による反労働者的攻撃と

新自由主義の虐殺的政策に対して、労働者が

背を向け始めています。たたかいにおいて、

労働者が人種、階級とジェンダーを超えて共
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同することで、急進的な変革のための力強い

大衆運動を構築することができます。 

 私たちの組合は、地方自治体レベルで労働

者と労働者階級の力を構築する「自治体労働

者権利章典運動」を提唱しています。このキ

ャンペーンは、経済、政治、社会的運動の３

つの分野を労働者階級の力の構築の計画に結

びつけるのです。賃金引き上げと職場の安全

衛生のような緊急の改革と、国民皆保険制度

の創設、大学の授業料無償化、インフラの修

繕と地球を持続的に発展させるための数百万

の仕事を公共事業で作り出すこと、そしてオ

ートメーションで職を追われた労働者への公

正な移行を保障することなどの課題を結びつ

けるのです。 

 私たちの組合の組織戦略には、南部労働者

会議の創設もあります。これは南部のあり労

働組合の支部、労働者組織、労働者センター

を、地域での運動の組織化戦略を中心的に担

う活動家のために年２回開催している南部労

働者学校へと結びつける地域のネットワーク

です。お分かりのように、私たちは大きく、

野心的な目標を掲げていますが、南部独特の、

そして現在の政治状況のもとでは必要な戦略

であると考えています。私たちの戦略的計画

には財源と、国際連帯が必要です。 

 アメリカ南部で労働者を組織することは、

アメリカとグローバルな新自由主義戦略に対

抗する戦略に、そして人類の将来を形作るグ

ローバルな労働者階級に力をもたらすために

不可欠だと確信しています。 

 「万国の労働者、団結せよ！」 
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